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概要

本研究では、ビンフック省におけるマイクロファイナンスの現状を調べ、現地の農民への聞

き取り調査を基により効率的なマイクロファイナンスのスキームを提案した。具体的には、従

来のマイクロファイナンスにおける問題点として挙げられるローンの額の少なさや柔軟性のな

さ、また農民に対する教育体制の欠如、リスクへの対処を改善するスキームを組み込んだマイ

クロファイナンスである。これらの改善によって持続可能な貧困削減を可能にする強力なツー

ルであるマイクロファイナンスをより効率的なものにすることができると考えられる。

1 はじめに

マイクロファイナンスは貧困削減の効果的なツールとして大きな注目を浴びている。援助機関の

間にはマイクロファイナンスは一定期間で終了するプログラムでなく持続的に提供していける制度

であるというコンセンサスが得られており、重要な役割を担っている。現在、マイクロファイナン

スは一つの業界と位置づけられ効率的なスキームのモデルが多数、提案されている。しかし、貧困

層の需要に基づいたマイクロファイナンスは地域毎に異なると考えられ、効果的な制度のあり方も

当然異なるゆえ統一的なスキームのモデルを提供することは非常に困難であるといえる。そうした

現状を踏まえて、本研究はベトナムのビンフック省における貧困削減のためのマイクロファイナン
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スの直接的な効果よりもベトナムのビンフック省特有のマイクロファイナンスのあり方を検討す

る。すなわち、貧困の性質はその国や地域の状況で全く異なることに注目し、地域、民族、階層、

性別の違いといった賦与の条件から現状のマイクロファイナンスの改善点を探り、貧困削減への望

ましいロードマップを描くことを本研究の目的とする。本研究は、地域の制約条件や政策の長期的

影響や限界に基づき、個人や世帯単位でとられている現状の貧困削減戦略を概観し、現地の実地調

査によって今後どのようなスキームが短期的あるいは長期的に必要なのか論じることに本研究は

意義を持つ。また、調査はベトナム人学生と日本人学生によって実施される。ベトナムのマイクロ

ファイナンスについて議論する上で重要視されることはリスクへの対処メカニズムの構築、及びイ

ンフォーマルな金融制度の改善である。現地の発生しうる不確実な事態についてはベトナム人学生

から、またフォーマルな金融制度のあり方については日本人学生から補完することで双方にとって

有意義な議論を行うことができるはずである。このような多様な側面からの考察や現地学生の意見

に即した研究は少なく大変意義深いものであると考えられる。

2 マイクロファイナンスとは

マイクロファイナンス（小規模金融） とは、貧しい人々に小口の融資や貯蓄などのサービスを

提供し、彼らが零細事業の運営に役立て、自立し、貧困から脱出することを目指す金融サービスで

ある。発展途上国では、企業における雇用機会が少ないため、労働者の半分以上は自営業かファミ

リービジネスで生計を立てており、不安定な生活を続けている。貧しい人々は、将来の備えや計画

に対応するための、預金口座や保険サービスといった一般的な金融サービスへのアクセスがないた

め、マイクロファイナンスによって事業活動のための資金を得ることができる。貸出相手は家計や

個人が大半で少額である。運営主体は NGOであったり、政府の末端機関であったり、さまざまで

ある。マイクロファイナンスは低利で貸し出す点が町や村の金貸しと異なり、銀行が避けがちな少

額無担保でも貸す場合が多い。マイクロファイナンスが金貸しよりも低利で貸せるのは、マイクロ

ファイナンスは地域を越えて展開することが多く、規模の経済性やリスク分散によって収益を増や

せること、マイクロファイナンスは非営利団体が多いこと、しばしば補助金を受けていることなど

が理由である。ただし、こうした相違の多くは程度問題でしかない。なぜならば、低利とはいえ調

達費用以上で貸し出して、費用回収することがマイクロファイナンスの主流だからである。また、

マイクロファイナンスの多くが貯蓄その他も取り扱い始めており、近代的な金融仲介機関としての

性格を持ち始めてもいる。

3 ビンフック省でのフィールドワーク

2006年 9月 8日、ビンフック省においてフィールドワークを実施した。フィールドワークは日

本人学生とベトナム人学生と共同で行われた。少人数のグループに分かれてそれぞれが実際に農民

を訪問し質問形式に答える形でインタビューを行った。質問内容の概略としては、マイクロファイ

ナンスの概略に関する質問と農民が直面するリスクに関する質問に大別される。詳しい調査結果に
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ついて付録を参照されたい。

3.1 ビンフック省におけるマイクロファインナンスの問題点

本節では、調査上で浮かんだビンフック省におけるマイクロファインナンスの問題点について整

理する。通常、農村では各農民同士でネットワークが作られておりそのネットワークを介してお金

の貸し借りが行われている。マイクロファイナンスは小口融資であり、近所を介した資金の額と大

きく変わることがない。また、マイクロファイナンスは融資額が固定されており事業に応じた柔軟

な融資を実現することができない。隣人間における資金の貸し借りを生活維持のためのファイナン

スと位置づけるとマイクロファイナンスは持続的な所得の増大を可能にするファイナンスであるべ

きである。従って、現在の仕組みからより効率的な持続的な開発を可能にするべくマイクロファイ

ナンスのスキームを組み替える必要がある。

3.2 改善への新しい提案

マイクロファイナンスを単なる小口融資ではなく、世帯の持続的な所得増大を可能にするツール

として組み替えるために幾つかの改善点が挙げられる。それは、以下に挙げるセーフティ・ネット

システム、フレキシブル・ファイナンスシステム、教育システムをマイクロファイナンスのスキー

ムに組み込むことである。

3.2.1 セーフティ・ネットシステム

マイクロファインナンスによって得られた資金を使って事業活動を営む上で農民は様々なリスク

に直面することになる。一時的なリスクに直面してデフォルトに陥ってしまうと持続的な所得増大

は不可能である。従って、リスクを事前に予測して対応するメカニズムが必要とされると考えられ

る。例えば、リスクの発生によって一時的に資金を回すことが難しい状況に陥ったとしても危機を

乗り切るだけのセーフティシステムが存在すれば以後、事業活動を継続することができるはずであ

る。想定されるリスクとしては、天候（台風・洪水等）、村の高年齢化、過疎化、家畜の病気、事業

主の死、マイクロファインナンス機関のデフォルト等幾らでも挙げることができる。発生したリス

クの尺度に応じて随時、対応するべきリスクを選び出し対処するべきメカニズムをマイクロファイ

ナンスのスキームに組み込んでいく必要があると考えられる。この繰り返しによって地域性にあっ

たビンフック省独自のセーフティ・ネットシステムを組み込んだマイクロファイナンスのスキーム

が構築することができる。

3.2.2 フレキシブル・ファイナンスシステム

現状のマイクロファイナンスの問題点で挙げたように融資額や返済期間については固定されてお

り柔軟な融資を実現することができない。融資額や返済期間を柔軟に変えられることによって事業

活動の幅を広げることができると考えられる。従って、融資の額と期間について柔軟に変更するこ

3



とができるシステムを導入すればより効率的なマイクロファイナンスのスキームを構築することが

できると考えられる。

3.2.3 教育システム

たとえ融資を受けたとしてもそのお金を有項に活用できなければ意味がない。効率的な事業活動

を営む上で教育システムは必須である。従来、マイクロファイナンスは貧困層の人々であっても高

い返済率でお金を返すことができた。すなわち、少ない資金で自ら効果的な事業を行うことができ

た点において大きなメリットが存在していた。しかし、今後持続的な開発を考えた場合によりよい

事業を営む必要に迫られるであろう。そこで、事業活動におけるノウハウを伝えていくシステムの

存在が必要である。

4 ハノイ大学での発表と課題克服への提言

本研究は 2006年 9月 8日、ハノイ大学にて発表された。そこで指摘された課題について述べよ

う。それは、新しいシステムを組み込むには費用がかかり、マイクロファイナンスの仕組みが成り

立たなくなってしまうことである。その課題を克服するためには、新しいシステムを導入するとと

もにマイクロファイナンスのスキームにかかる費用削減の方法を考えなければならない。そこで

我々は以下の２つのコスト削減案を提案する。

4.1 教育実施における貧困層の連携

教育システムを導入するには当然、費用がかかる。教育効果によって貧困層が大きな利益を上げ

ることは返済率の上昇に繋がるが融資を行う機関にとっては、利益増大にはつながりづらく、回収

は困難である。そこで、教育システムの費用を削減するために一度、教育を受け、事業活動を成功

させた人が今度は教育の立場に回る制度を導入すれば、より円滑に教育体制が整わせることができ

るはずである。このサイクルを構築することができれば、教育に対する人件費を大きく抑えること

ができる。また、次に提案する変動利子率の導入と合わせれば融資を行う機関にとっても利益増大

に繋がるはずである。

4.2 変動利子率の導入

どの利用者に対しても同一な利子率を採用していたら所得が少ない人々にとっては融資を受けづ

らい状況になるし、所得が多い人にとってはより容易に所得が受けられる状況となる。持続的貧困

削減を目的にするマイクロファイナンスにおいてはこの状況を改善すると共に融資を行う機関に

とっても利益を増大することができる関係を構築する必要がある。そこで、我々は変動利子率の導

入を提案する。貧困層に対しては低い利子率で貸し出しを行い、時間の経過と共に所得増大を果た

し、貧困脱出に伴い利子率を上げていく制度である。この制度を導入することによって、貧困層の

マイクロファイナンスへの参加の障壁を下げ、融資を行う機関にとっても持続的融資活動の継続は
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利益を継続的により大きな利益を生むと考えることができるはずである。

5 結論と今後の課題

貧困削減のための効率的なマイクロファイナンスを構築する上でまだまだ解決しなければならな

い問題は多い。それはマイクロファイナンスが開発という側面と商業金融機関という二面性を持つ

からでもある。開発の側面ばかり考えて理想のマイクロファイナンスを描いたとしても実行は不可

能な場合が多い。なぜなら、商業的な側面から見るとそれはビジネスとして成立しないようなケー

スが多いからである。今後は、両方の側面から課題を抽出し、より効率的なマイクロファイナンス

を構築していく必要があると考えられる。マイクロファイナンスの未来はこれから大きく形を変え

て存続していくと思う。その発展途上にあるこのシステムは今後のアジアの持続的開発を考える上

で大きな役割を担っていくはずである。

（松本英高）
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